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生活と権利

県人事委員会、県人事委員会、
ボーナスを減額勧告ボーナスを減額勧告
月例給は据え置き。県教委も同様の提示！
　青森県人事委員会は、11 月 4 日、令和 2 年度度の県職員の給与について勧告

を出しました。今年度の人事院勧告は 10 月に、一時金と月例給について別々に

出されましたが、本県では一括の勧告となりました。

　県人事委員会の勧告は、人事院勧告と同様で、一時金は引下げ勧告となりまし

た。コロナ禍の下で奮闘する多くの県職員にとって働く意欲をそぐものであり、

なおかつ、東北最低レベルを再度更新するもので、納得のいくものではありませ

ん ( 岩手県は据え置き )。さらに、教職員の場合、成績率との関係もあり、実際

の支給はこの月数より減っていることにも注意が必要です。

　県教育委員会職員福利課は 11 月 5 日、県内三教組に対して、この人事委員会

勧告に基づく令和2年度の給与改定検討案を提示ました。人事委員会勧告に倣い、

期末手当の支給割合を 0.05 月引き下げるとしており、教職員に対する配慮は見

られませんでした。今後、賃金確定に向けて交渉を行っていきます。令 和 ２ 年 1 1 月 ４ 日

青 森 県 人 事 委 員 会

令令和和２２年年 職職員員のの給給与与等等にに関関すするる報報告告及及びび勧勧告告のの概概要要

＜本年の給与等に関する報告及び勧告のポイント＞

月例給は据置き、ボーナスは引下げ

① 給料表は改定なし

② ボーナスは引下げ（期末手当の支給月数を年間０．０５月分引下げ）

１ 給与勧告の基本的考え方

給与勧告に当たっては、地方公務員法に定める給与決定の原則により、生計費、国及び他の

地方公共団体の職員の給与、民間事業の従事者の給与、その他の事情を考慮し、総合的に判断

２ 本年の給与の改定

企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内397民間事業所のうちから無作為抽出
した165事業所を対象に調査。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、ボーナスについては実地によらない方
法で先行調査（完了率92.1％）

月例給については実地調査（完了率82.9％）

＜給料表＞

・職員給与が民間給与を17円（0.00％）上回る

※ 県職員と県内民間従業員の令和２年４月分の給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、学歴、

年齢の同じ者同士を比較

・民間給与との差が極めて小さいことから給料表の改定は行わない

＜ボーナス＞

期末手当・勤勉手当

・民間の支給割合との均衡を図るため引下げ 4.30月分→4.25月分

・引下げ分については、人事院勧告の内容や他の都道府県の動向を踏まえ期末手当を引下げ

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 12月期

（ ）令和２年度 期末手当 1.25 月（支給済み） 1.20 月 現行1.25月

勤勉手当 0.90 月（支給済み） 0.90 月（改定なし）

令和３年度 期末手当 1.225月 1.225月

以降 勤勉手当 0.90 月 0.90 月

○ 実施時期

令和２年12月１日

【参考】

〔行政職：平均年齢 41.5歳 経験年数 20.2年〕職員１人当たりの改定後の給与額等
平均給与月額 345,836 円 （改定なし）
平均給与額（年間） 5,625 千円 （▲18千円 ▲0.31％）
※１ 平均給与月額は、給料月額に扶養手当、管理職手当、地域手当、初任給調整手当、住居手当、

単身赴任手当（基礎額 、特地勤務手当等、へき地手当等及び寒冷地手当を加えた額である。）

２ 平均給与額（年間）は、平均給与月額の年額に期末手当及び勤勉手当を加えた額である。
３ ( )内の数値は、令和２年４月１日在職者の給与を基に改定前後の差を算定したものである。


